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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

  （注）１．第38期以前は、株式会社エア・ウォーター・リビングと合併する前の当社（合併前商号 江本工業株式会 

      社）の数値で表示しております。 

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失が計上され

ており、また、潜在株式がありませんので記載をしておりません。 

４．当中間会計期間より、連結対象となる子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。

回次 第38期中 第1期中 第2期中 第38期 第1期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 3,896 8,865 － 6,764 17,385 

経常損益 (百万円) △196 16 － △377 △198 

中間（当期）純損失 (百万円) 230 32 － 595 290 

純資産額 (百万円) 788 883 － 440 635 

総資産額 (百万円) 4,818 6,929 － 3,099 6,140 

１株当たり純資産額 (円) 29.41 18.87 － 16.42 13.58 

１株当たり中間(当期)純

損失 
(円) 14.28 0.70 － 26.64 6.20 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 16.4 12.7 － 14.2 10.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △567 △241 － △76 268 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5 △73 － △37 △256 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 584 210 － 234 △59 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 101 131 － 211 187 

従業員数 

（外、平均臨時雇用人員) 
(人) 

193 

(71) 

336 

(40) 

－ 

(－) 

148 

(57) 

339 

(19) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第38期以前は、株式会社エア・ウォーター・リビングと合併する前の当社（合併前商号 江本工業株式会 

      社）の数値で表示しております。 

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失が計上され

ており、また、潜在株式がありませんので記載をしておりません。 

４．前事業年度までは連結財務諸表を作成しておりましたので、（中間）キャッシュ・フロー計算書は作成して

おりません。 

回次 第38期中 第1期中 第2期中 第38期 第1期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 3,896 8,865 9,027 6,764 17,385 

経常損益 (百万円) △196 16 △221 △376 △203 

中間（当期）純損失 (百万円) 229 32 301 594 293 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(百万円) － － － － － 

資本金 (百万円) 1,010 1,010 1,010 1,010 1,010 

発行済株式総数 (千株) 26,814 46,814 46,814 26,814 46,814 

純資産額 (百万円) 791 886 370 444 635 

総資産額 (百万円) 4,882 6,945 6,915 3,135 6,142 

１株当たり純資産額 (円) 29.52 18.94 7.92 16.57 13.59 

１株当たり中間（当期）

純損失 
(円) 14.26 0.70 6.45 26.59 6.27 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配

当額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 16.2 12.8 5.4 14.2 10.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － △296 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － △54 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － 409 － － 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) － － 237 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用人員) 
(人) 

177 

(7) 

315 

(17) 

312 

(15) 

124 

(－) 

310 

（－）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、前期まで連結子会社

としておりました株式会社スターテックは、平成17年６月29日付で清算結了いたしました。これにより連結対象とな

る子会社はありません。 

３【関係会社の状況】 

(1) 連結子会社 

 前期まで連結子会社としておりました株式会社スターテックは、平成17年６月29日付で清算結了いたしました。

これにより連結対象となる子会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、契約社員を含む。）は、（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

(2）労働組合の状況 

 該当事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 312 (15) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績  

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰といった懸念材料があったものの、企業業績の改善を背景

に設備投資の増加もあり、景気に緩やかな回復基調が見られました。また、個人消費は、雇用情勢の改善等により明

るさが見られるようになりました。 

 住宅設備業界におきましては、本年度上期の全国の新設住宅着工戸数は64万戸（前年同期比103.5％）となりまし

たが、当社の主要事業領域である北海道・東北地区の持家着工戸数は２万５千戸（前年同期比90.3％）となり、厳し

い状況が続いております。 

 このような状況のもと、物流体制の効率化に取り組むとともに、ヤマハリビングテック株式会社殿からのＦＲＰ成

形品の製造受託等によるシステムバスのトータルコストダウンに努めました。また、寒冷地の知恵を活かした戸建住

宅向け普及タイプ型システムバス「ソシエⅡ」を本年４月に上市し、販売数量の回復に取り組みました。さらに、中

高級システムバス「シンフォニア」及びヤマハブランドのシステムキッチン、洗面化粧台等の積極販売に努めるとと

もに、ヤマハリビングテック株式会社殿及びエア・ウォーターグループとの共同ショールームの展開に取り組んでま

いりました。 

 しかしながら、市場シェアの高い北海道・東北地区の新設持家着工戸数の減少に加え、悪質リフォーム業者の社会

問題化の影響等からリフォーム需要が低迷し、システムバスの販売台数が減少するとともに、換気システム商品につ

いても廉価版商品への移行が進み売上高は当初計画を下回りました。また、原材料価格の値上がりに加え、販売競争

激化等の影響から厳しい収益状況となりました。 

 以上の結果、当中間会計期間の業績につきましては、部材等の売上増により売上高90億27百万円 （ 前年同期比

101.8％ ）、営業損失２億14百万円、経常損失２億21百万円となりました。固定資産除却損・減損損失等を計上した

結果、中間純損失は３億１百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、２億37百万円となりました。各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、２億96百万円の減少となりました。これは主に、税引前中間純損失２億85

百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、54百万円の減少となりました。これは主に、ショールーム開設等に伴う有

形固定資産の取得により69百万円支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、４億９百万円の増加となりました。これは主に、短期借入金の借入４億10

百万円の増加によるものであります。 

 なお、前中間会計期間については、中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、中間キャッシュ・フロー

計算書は作成しておりませんので、前年同期との比較は行っておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前中間会計期間については、連結数値で作成しておりましたので、前年同期との比較は行っておりません。

(2）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間については、連結数値で作成しておりましたので、前年同期との比較は行っておりません。

事業部門等の名称 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

住設機器（百万円） 3,858 － 

合計（百万円） 3,858 － 

事業部門等の名称 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

住設機器（百万円） 9,027 － 

合計（百万円） 9,027 － 



３【対処すべき課題】 

 戸建住宅着工戸数の低迷及び換気システム商品の廉価版商品への移行等により売上高が当初計画を下回り、加えて

原材料価格の値上がり、販売競争激化等の影響を受け、当中間期は営業損失の計上となりました。これらに対処すべ

く下記の施策を実行し、経営改善に取り組んでまいります。 

① 市場ポテンシャルの大きい首都圏における営業体制を強化し、システムバスの拡販に取り組んでまいります。 

② 業務提携先でありますヤマハリビングテック株式会社殿との共同ショールーム展開を更に推進するとともに、エ

ア・ウォーターグループとの共同ショールームを活用し、システムバス、システムキッチン、洗面化粧台等、リ

フォーム需要に対応した水まわり商品の販売強化に取り組んでまいります。 

③ 当社独自の施工体制を活かし、賃貸集合住宅向け新商品「シャワー＆パウダー、シャワー＆トイレ」の販売強化

に取り組んでまいります。 

④ ヤマハリビングテック株式会社殿からのＦＲＰ成形品の製造受託を機に、更なる生産性の向上に取り組んでまい

ります。 

 また、引き続きエア・ウォーターグループの福祉介護事業部門及び廃材・廃プラスチックの再生リサイクルを行う

エコ・ロッカ事業部門と連携を図り、収益性の改善と経営基盤の強化に取り組んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、寒冷地での知恵を活かした商品開発に注力し、商品開発部において、システムバス及び換気システム商品に

ついて研究開発を行っております。また、外部の大学及び企業との共同研究開発を推進するなど当社技術の向上に努め

ております。 

 当中間会計期間における開発テーマは次のとおりであり、研究開発費の総額は63百万円となりました。  

住設機器 

・システムバスについては、今期に上市した「ソシエⅡ」の改良のための部材開発及び次期システムバスの開発を

行いました。 

・換気システム商品については、小型化・性能向上に向けた開発を行いました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間に新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 187,000,000 

計 187,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 46,814,000 46,814,000 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 46,814,000 46,814,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 

（百万円） 

資本準備金残
高 

（百万円） 

平成17年9月30日  -  46,814 -  1,010 -  483  



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

エア・ウォーター株式会社 札幌市中央区北三条西１丁目２ 32,821 70.11 

三菱化学株式会社 東京都港区芝５丁目３３－８ 3,649 7.80 

株式会社日本省エネ建築物理総研 札幌市中央区北五条西２８丁目３－１６ 1,943 4.15 

株式会社長府製作所 山口県下関市長府扇町２－１ 1,400 2.99 

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目１１ 476 1.02 

江本 すみ子 札幌市中央区宮の森一条７丁目３－２５ 258 0.55 

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１ 235 0.50 

青木 弘 兵庫県宝塚市宝梅２丁目２－１１ 200 0.43 

明治安田生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 

(東京都中央区晴海１丁目８－１２) 
200 0.43 

エア・ウォーター・エモト持株会 札幌市白石区本通１４丁目北１－２６ 164 0.35 

計 － 41,348 88.33 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,725,000 46,725 同上 

単元未満株式 普通株式 74,000 － 同上 

発行済株式総数   46,814,000 － － 

総株主の議決権 － 46,725 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エア・ウォーター・エ

モト株式会社 

札幌市白石区本通

14丁目北1番26号 
15,000 -  15,000 0.0 

計 － 15,000 -  15,000 0.0 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 259 244 190 171 202 192 

最低（円） 120 156 149 156 155 165 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社は、当中間会計期間より連結対象となる子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりませ

ん。なお、前中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受け

ております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   131   187  

２．受取手形及び売掛
金   3,296   2,574  

３．たな卸資産   1,261   1,080  

４．未収入金   543   529  

５．その他   35   11  

６．貸倒引当金   △3   △6  

流動資産合計   5,264 76.0  4,377 71.3 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１．建物及び構築物  750   754   

減価償却累計額  345 405  354 400  

２．機械装置及び運
搬具  199   202   

減価償却累計額  152 47  155 47  

３．工具器具備品  708   821   

減価償却累計額  526 181  539 281  

４．土地   440   440  

５．建設仮勘定   0   1  

有形固定資産合計   1,076 15.5  1,171 19.1 

(2）無形固定資産   46 0.7  44 0.7 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   325   345  

２．その他   228   217  

３．貸倒引当金   △11   △14  

投資その他の資産
合計   542 7.8  548 8.9 

固定資産合計   1,665 24.0  1,763 28.7 

資産合計   6,929 100.0  6,140 100.0 

        
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛
金   3,736   3,323  

２．短期借入金 ※２  1,560   1,290  

３．未払金   158   257  

４．未払法人税等   22   44  

５．未払費用   87   90  

６．賞与引当金   119   106  

７．製品保証引当金   10   8  

８．その他   26   29  

流動負債合計   5,720 82.6  5,149 83.9 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債    14   21  

２．退職給付引当金   261   286  

３．その他   51   48  

固定負債合計   326 4.7  355 5.8 

負債合計   6,046 87.3  5,505 89.7 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   1,010 14.6  1,010 16.4 

Ⅱ 資本剰余金   483 6.9  483 7.9 

Ⅲ 利益剰余金   △630 △9.1  △888 △14.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   20 0.3  31 0.5 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  △1 △0.0 

資本合計   883 12.7  635 10.3 

負債・資本合計   6,929 100.0  6,140 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    8,865 100.0  17,385 100.0 

Ⅱ 売上原価    6,694 75.5  13,270 76.3 

売上総利益   2,170 24.5  4,115 23.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  2,141 24.2  4,304 24.8 

営業利益又は営業
損失（△）   29 0.3  △189 △1.1 

Ⅳ 営業外収益        

 １．受取利息  0   0   

 ２．受取配当金  1   2   

 ３．受取賃貸料  6   18   

 ４．受取手数料  －   22   

 ５．その他  18 27 0.3 21 64 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

 １．支払利息  10   18   

 ２．支払補償費  4   －   

 ３．売上割引  18   37   

 ４．その他  6 39 0.4 16 73 0.4 

経常利益又は経常
損失（△）   16 0.2  △198 △1.1 

Ⅵ 特別利益        

 １．固定資産売却益 ※２ 4 4 0.0 5 5 0.0

Ⅶ 特別損失        

 １．固定資産売却損 ※３ 2   3   

 ２．固定資産除却損 ※４ 13   18   

 ３．退職給付引当金繰
入額  21 37 0.4 43 64 0.4

税金等調整前中間(当
期)純損失   15 △0.2  256 △1.5 

法人税、住民税及び
事業税   16 0.2  33 0.2 

中間（当期）純損失   32 △0.4  290 △1.7 

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －  － 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．合併に伴う 
 資本剰余金増加高 

 483 483 483 483 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  483  483 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △598  △598 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．中間（当期）純損失  32 32 290 290 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  △630  △888 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税金等調整前中間
(当期)純損失 

 △15 △256 

減価償却費  72 148 

退職給付引当金の増
加額 

 19 44 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 8 △5 

製品保証引当金の減
少額 

 △15 △17 

貸倒引当金の減少額  △7 △1 

受取利息及び受取配
当金 

 △1 △2 

支払利息  10 18 

有形固定資産売却益  △4 △5 

有形固定資産売却損  2 3 

有形固定資産除却損  13 18 

売上債権の減少額
（△増加額） 

 △359 371 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 △132 48 

仕入債務の増加額 
（△減少額） 

 160 △252 

未払金の増加額  17 110 

その他資産の減少額  9 55 

その他負債の増加額  6 21 

小計  △217 300 

利息及び配当金受取
額 

 1 2 

利息の支払額  △10 △18 

法人税等の支払額  △14 △14 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △241 268 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

有形固定資産の取得
による支出 

 △47 △198 

有形固定資産の売却
による収入 

 13 21 

無形固定資産の取得
による支出 

 △24 △26 

その他の投資の取得
による支出 

 △14 △53 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △73 △256 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

短期借入金の純増加
額(△純減少額) 

 211 △58 

自己株式の取得によ
る支出 

 △0 △0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 210 △59 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

 △103 △47 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 211 211 

Ⅵ 合併に伴う現金及び現
金同等物の増加 

※２ 23 23 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 131 187 

    



（継続企業の前提に関する注記） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当グループは、平成16年４月１日に株式会社エア・ウ

ォーター・リビングと合併し、販売強化による事業拡大

に努めるとともに様々なコスト削減に取り組んでまいり

ました。しかしながら、合併・効率化に伴う体制変革時

における初期的な混乱、シンフォニア及びシステムキッ

チン等の新商品の販売促進策の遅れ、さらに市場シェア

の高い北海道・東北地区における競争激化等の影響を受

け、売上高は当初計画を下回ることとなりました。この

結果、連結営業キャッシュ・フローは268百万円の黒字を

確保したものの、189百万円の営業損失を計上することと

なりました。当該状況により、営業損失が継続すること

となったため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。当該状況を解消するため、当グループ

といたしましては、昨年４月の合併以来、継続的に実施

した様々な施策を成果として確実に実現すべく、経営改

善に取り組んでまいります。 

①コストダウンの追求 

本年１月より北上商品センターを水戸商品センターに

統合しましたが、今後は物流体制の効率化等を早期に実

現し、一層のコストダウンに取り組んでまいります。ま

た、ヤマハリビングテック株式会社殿との業務提携に基

づき、同社システムバスのＦＲＰ成形品の製造委託を受

けたことから、生産稼働率のアップによるシステムバス

のトータルコストダウンに取り組んでまいります。 

②新商品の上市による販売数量の回復 

戸建住宅向け普及タイプ型のシステムバスを全面リニ

ューアルし、バスルーム全体の断熱性を高めるととも

に、業務提携先であります株式会社長府製作所殿のミス

トサウナ機能を搭載した「ソシエⅡ」を本年４月に上市

しました。寒冷地での知恵を活かした暖かい浴室をテー

マに省エネ時代に相応しい提案を行い、戸建住宅向けシ

ステムバスの販売数量の回復に取り組んでまいります。 

③業務提携を活かして「水まわりの専門メーカー」へシフ

ト 

ヤマハリビングテック株式会社殿と共同開発した中高

級システムバス「シンフォニア」の拡販に注力してまい

ります。また、シンフォニアの持つ各種付帯機能のう

ち、ミストサウナの効用に特化した販売促進策を実施

し、拡販に努めてまいります。加えて、「ヤマハ」ブラ

ンドのシステムキッチン、洗面化粧台の積極的な販売に

取組み、「浴室の専門メーカー」から「水まわりの専門

メーカー」への地歩を固めてまいります。 

また、ミストサウナの効果を体験する場所、システムキ

ッチンを間近に見ていただける場所として、昨年より進

めてきましたヤマハリビングテック株式会社殿及びエ

ア・ウォーターグループとのショールーム共同展開をさ

らに推進するとともに、テレビ、ラジオ等のマスメディ

アを活用し、収益改善に取り組んでまいります。 

 引き続きエア・ウォーターグループとの連携を図り、

経営基盤の強化に取り組んでまいります。 

従いまして、連結財務諸表は、継続企業を前提として

作成されており、上記の重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数   １社 

 ㈱スターテック 

 連結子会社の数 １社 

 ㈱スターテック 

  

なお、㈱スターテックは、平成17

年３月31日付で解散し、現在清算

手続中であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 当社には、非連結子会社及び関

連会社が存在しないため、持分法

を適用しておりません。 

同    左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同    左 

 ②たな卸資産 

商品・製品・原材料・貯蔵品 

…総平均法による原価法 

未成工事支出金 

…個別法による原価法 

②たな卸資産 

商品・製品・原材料・貯蔵品 

同    左 

未成工事支出金 

同    左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 

…定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 

…２～４２年 

機械装置及び運搬具 

…２～８年 

工具器具備品…２～１０年 

①有形固定資産 

同    左 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 

…２～３６年 

機械装置及び運搬具 

…２～１１年 

工具器具備品…２～２０年 

 



項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ②無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

…社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

その他 

…定額法 

②無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

同    左 

  

その他 

同    左 

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

①貸倒引当金 

同    左 

 ②賞与引当金 

従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

②賞与引当金 

同    左 

 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異（43

百万円（合併後））について

は、残存期間（１年）で費用処

理しております。数理計算上の

差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することと

しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異（ 43

百万円（合併後））について

は、残存期間（１年）で費用処

理しております。数理計算上の

差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することと

しております。 

 ④製品保証引当金 

製品のアフターサービス費用の

支出に備えるため、売上高に対

する過去の実績率に基づく当中

間期負担額を見積計上しており

ます。 

④製品保証引当金 

製品のアフターサービス費用の

支出に備えるため、売上高に対

する過去の実績率に基づく当連

結会計年度負担額を見積計上し

ております。 

 



表示方法の変更 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 

(5）その他(中間)連結財務諸

表作成のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同    左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同    左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間末まで流動資産の「その他」に含

めて表示していた「未収入金」は、当中間連結会計期間

末において、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「未収入金」の金額は

69百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の圧縮記帳額 ※１ 有形固定資産の圧縮記帳額 

13百万円 13百万円 

※２ 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

３行と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は、次のとおりであ

ります。 

※２ 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

３行と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実

行残高は、次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額 2,300百万円 

借入実行残高 1,560 

差引額 740 

当座貸越極度額 2,300百万円 

借入実行残高 1,290 

差引額 1,010 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

広告宣伝費 169百万円 

運賃・車輌費 242 

製品保証引当金繰入額 10 

給与手当 681 

賞与引当金繰入額 115 

賃借料 176 

広告宣伝費 347百万円

運賃 434 

製品保証引当金繰入額 8 

貸倒引当金繰入額 11 

給料手当 1,459 

賞与引当金繰入額 106 

退職給付費用 38 

賃借料 385 

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の主な内訳 

建物及び構築物 2百万円 

機械装置及び運搬具 1 

計 4 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 1 

工具器具備品 2 

※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の主な内訳 

土地 2百万円 土地 2百万円

※４ 固定資産除却損の内訳 ※４ 固定資産除却損の主な内訳 

建物及び構築物 6百万円 

撤去費用 6 

計 13 

建物及び構築物 16百万円

工具器具備品 1 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 １．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 １．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 131百万円 

現金及び現金同等物 131百万円 

現金及び預金勘定 187百万円

現金及び現金同等物 187百万円

※２．合併法人（株式会社エア・ウ

ォーター・リビング）から引継いだ

資産、負債の項目及び金額 

※２．    同  左 

現預金 23百万円 

流動資産 3,000  

固定資産 441  

資産合計 3,466  

   

流動負債 2,859百万円 

固定負債 123  

負債合計 2,982  

 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 

16 11 4 

工具器具備
品 

154 112 42 

無形固定資
産 

74 21 52 

合計 245 145 99 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 

57 15 42 

工具器具備
品 

62 38 23 

無形固定資
産 

71 29 41 

合計 190 83 107 

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高相当

額が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 43百万円 

１年超 55 

合計 99 

１年内 38百万円

１年超 68 

合計 107 

（注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円 

減価償却費相当額 30百万円 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存

価格を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同   左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 （平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、全て

減損処理を行っております。 

前連結会計年度末 （平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１

日 至平成17年３月31日） 

 当グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 167 202 35 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

  非公開株式（店頭売買株式を除く） 122 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 169 222 52 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

  非公開株式 122 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日

至平成17年３月31日） 

 当社の事業区分は、従来、「住設機器事業」と「建築工事事業」の２区分としておりましたが、当連結会

計年度より事業内容の見直しを行い、「建築工事事業」を「住設機器事業」に含めたことにより単一セグメ

ントとなったため、事業の種類別の記載を省略しております。 

 この変更は、最近、水まわり全体のビジネスが主体となり、「建築工事事業」は「住設機器事業」と一体

としたビジネスとして捉えることがより合理的であることから、「住設機器事業」の区分に含めることがよ

り実態に則しているとの判断によるものであります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支

店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 18.87円 

１株当たり中間純損失金額 0.70円 

１株当たり純資産額 13.58円

１株当たり当期純損失金額 6.20円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がありませんので記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式がありませんので記

載しておりません。 

 前中間連結会計期間 
 （自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度 
 （自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（百万円） 32 290 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（百万円） 
32 290 

期中平均株式数（千株） 46,801 46,801 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  117   237   178   

２．受取手形  753   757   623   

３．売掛金  2,567   2,572   1,958   

４．たな卸資産  1,239   1,096   1,062   

５．未収入金  557   522   540   

６．その他  35   28   8   

７．貸倒引当金  △3   △7   △6   

流動資産合計   5,267 75.8  5,207 75.3  4,365 71.1 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1、2          

１．建物  397   342   392   

２．土地  440   440   440   

３．建設仮勘定  0   11   1   

４．その他  237   304   336   

有形固定資産合計   1,076 15.5  1,098 15.9  1,171 19.1 

(2）無形固定資産   45 0.7  34 0.5  44 0.7 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  325   408   358   

２．長期前払費用  89   79   101   

３．敷金  92   65   69   

４．その他  59   31   47   

５．貸倒引当金  △11   △12   △14   

投資その他の資産
合計   555 8.0  574 8.3  561 9.1 

固定資産合計   1,677 24.2  1,707 24.7  1,776 28.9 

資産合計   6,945 100.0  6,915 100.0  6,142 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,839   1,369   1,193   

２．買掛金  1,934   2,667   2,163   

３．短期借入金 ※４ 1,560   1,700   1,290   

４．未払法人税等  22   20   42   

５．賞与引当金  115   104   106   

６．製品保証引当金  10   8   8   

７．その他 ※３ 252   279   347   

流動負債合計   5,734 82.5  6,149 88.9  5,150 83.8 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   14   45   21   

２．退職給付引当金  259   297   286   

３．その他  51   51   48   

固定負債合計   325 4.7  394 5.7  355 5.8 

負債合計   6,059 87.2  6,544 94.6  5,506 89.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,010 14.5  1,010 14.6  1,010 16.5 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  483   483   483   

資本剰余金合計   483 7.0  483 7.0  483 7.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）未処
理損失  627   1,189   888   

利益剰余金合計   △627 △9.0  △1,189 △17.2  △888 △14.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   20 0.3  67 1.0  31 0.5 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  △1 △0.0  △1 △0.0 

資本合計   886 12.8  370 5.4  635 10.4 

負債・資本合計   6,945 100.0  6,915 100.0  6,142 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   8,865 100.0 9,027 100.0 17,385 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 6,698 75.6 7,159 79.3 13,282 76.4 

売上総利益  2,166 24.4 1,868 20.7 4,102 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,137 24.1 2,082 23.1 4,296 24.7 

営業利益又は営業損失
(△)  29 0.3 △214 △2.4 △194 △1.1 

Ⅳ 営業外収益 ※２ 26 0.3 28 0.3 63 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※1、3 39 0.4 35 0.4 72 0.4 

経常利益又は経常損失
(△)  16 0.2 △221 △2.5 △203 △1.1 

Ⅵ 特別利益 ※４ 4 0.0 3 0.0 5 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※５ 37 0.4 67 0.7 64 0.4 

税引前中間（当期）純
損失  16 △0.2 285 △3.2 261 △1.5 

法人税、住民税及び事
業税  16 0.2 15 0.1 31 0.2 

中間（当期）純損失  32 △0.4 301 △3.3 293 △1.7 

前期繰越損失  594  888  594  

中間（当期）未処理損
失  627  1,189  888  

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前中間純損失  △285 

減価償却費  101 

減損損失  32 

退職給付引当金の増加額  11 

賞与引当金の減少額  △2 

受取利息及び受取配当金  △1 

支払利息  9 

有形固定資産売却益  △3 

有形固定資産売却損  1 

有形固定資産除却損  34 

売上債権の増加額  △747 

たな卸資産の増加額  △32 

仕入債務の増加額  681 

その他  △47 

小計  △249 

利息及び配当金受取額  1 

利息の支払額  △10 

法人税等の支払額  △37 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △296 

 



（注）前中間会計期間及び前事業年度については、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたので、

（中間）キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △69 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 15 

子会社清算による収入  13 

その他  △13 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △54 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純増加額  410 

自己株式の取得による
支出 

 △0 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 409 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 59 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 178 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

 237 

   



（継続企業の前提に関する注記） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は、システムバスのトータルコ

ストダウンに努めるとともに、戸建住

宅向け普及タイプ型システムバスを新

たに上市し、販売数量の回復に取り組

んでまいりました。しかしながら、市

場シェアの高い北海道・東北地区の新

設持家着工戸数の減少に加え、悪質リ

フォーム業者の社会問題化の影響等か

らリフォーム需要が低迷し、売上高は

当初計画を下回りました。この結果、

営業キャッシュフローは296百万円減

少するとともに、214百万円の営業損

失を計上することとなりました。当該

状況により、営業損失が継続すること

となったため、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。当

該状況を解消すべく下記の施策を実行

し、経営改善に取り組んでまいりま

す。 

 ①市場ポテンシャルの大きい首都圏

における営業体制を強化し、システム

バスの拡販に取り組んでまいります。

 ②業務提携先でありますヤマハリビ

ングテック株式会社殿との共同ショー

ルーム展開を更に推進するとともに、

エア・ウォーターグループとの共同シ

ョールームを活用し、システムバス、

システムキッチン、洗面化粧台等、リ

フォーム需要に対応した水まわり商品

の販売強化に取り組んでまいります。

 ③当社独自の施工体制を活かし、賃

貸集合住宅向け新商品「シャワー＆パ

ウダー、シャワー＆トイレ」の販売強

化に取り組んでまいります。 

 ④ヤマハリビングテック株式会社殿

からのＦＲＰ成形品の製造受託を機

に、更なる生産性の向上に取り組んで

まいります。 

 また、引き続きエア・ウォーターグ

ループとの連携を図り、収益性の改善

と経営基盤の強化に取り組んでまいり

ます。 

 従いまして、中間財務諸表は、継続

企業を前提として作成されており、上

記の重要な疑義の影響を中間財務諸表

には反映しておりません。 

 当社は、平成16年４月１日に株式会

社エア・ウォーター・リビングと合併

し、販売強化による事業拡大に努める

とともに様々なコスト削減に取り組ん

でまいりました。しかしながら、合

併・効率化に伴う体制変革時における

初期的な混乱、シンフォニア及びシス

テムキッチン等の新商品の販売促進策

の遅れ、さらに市場シェアの高い北海

道・東北地区における競争激化等の影

響を受け、売上高は当初計画を下回る

こととなりました。この結果、連結営

業キャッシュフローは268百万円の黒

字を確保したものの、194百万円の営

業損失を計上することとなりました。

当該状況により、営業損失が継続する

こととなったため、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。当該状況を解消するため、当社と

いたしましては、昨年４月の合併以

来、継続的に実施した様々な施策を成

果として確実に実現すべく、経営改善

に取り組んでまいります。 

①コストダウンの追求 

 本年１月より北上商品センターを水

戸商品センターに統合しましたが、今

後は物流体制の効率化等を早期に実現

し、一層のコストダウンに取り組んで

まいります。また、ヤマハリビングテ

ック株式会社殿との業務提携に基づ

き、同社システムバスのＦＲＰ成形品

の製造委託を受けたことから、生産稼

働率のアップによるシステムバスのト

ータルコストダウンに取り組んでまい

ります。 

②新商品の上市による販売数量の回復

 戸建住宅向け普及タイプ型のシステ

ムバスを全面リニューアルし、バスル

ーム全体の断熱性を高めるとともに、

業務提携先であります株式会社長府製

作所殿のミストサウナ機能を搭載した

「ソシエⅡ」を本年４月に上市しまし

た。寒冷地での知恵を活かした暖かい

浴室をテーマに省エネ時代に相応しい

提案を行い、戸建住宅向けシステムバ

スの販売数量の回復に取り組んでまい

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    ③業務提携を活かして「水まわりの専

門メーカー」へシフト 

 ヤマハリビングテック株式会社殿と

共同開発した中高級システムバス「シ

ンフォニア」の拡販に注力してまいり

ます。また、シンフォニアの持つ各種

付帯機能のうち、ミストサウナの効用

に特化した販売促進策を実施し、拡販

に努めてまいります。加えて、「ヤマ

ハ」ブランドのシステムキッチン、洗

面化粧台の積極的な販売に取組み、

「浴室の専門メーカー」から「水まわ

りの専門メーカー」への地歩を固めて

まいります。 

 また、ミストサウナの効果を体験す

る場所、システムキッチンを間近に見

ていただける場所として、昨年より進

めてきましたヤマハリビングテック株

式会社殿及びエア・ウォーターグルー

プとのショールーム共同展開をさらに

推進するとともに、テレビ、ラジオ等

のマスメディアを活用し、収益改善に

取り組んでまいります。 

 引き続きエア・ウォーターグループ

との連携を図り、経営基盤の強化に取

り組んでまいります。 

 従いまして、財務諸表は、継続企業

を前提として作成されており、上記の

重要な疑義の影響を財務諸表には反映

しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

子会社株式 

…移動平均法による原

価法 

(1）有価証券 

 ──── 

  

(1）有価証券 

子会社株式 

…移動平均法による原

価法 
 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同  左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 
  時価のないもの 

 …移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同  左 

 時価のないもの 

同  左 

 (2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・貯

蔵品 

…総平均法による原価法 

未成工事支出金 

…個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・貯

蔵品 

同  左 

未成工事支出金 

同  左 

(2）たな卸資産 

商品・製品・原材料・貯

蔵品 

同  左 

未成工事支出金 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

…定額法 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物 …５～４２年 

構築物 …２～１７年 

機械装置 …２～８年 

車輌運搬具 …２～３年 

工具器具備品 

    …２～１０年 

(1）有形固定資産 

同  左 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。 

建物 …２～３６年 

構築物 …２～１４年 

機械装置 …２～１１年 

車輌運搬具 …２～５年 

工具器具備品 

    …２～２０年 

(1）有形固定資産 

同  左 

  なお、主な耐用年数は 

次のとおりであります。 

建物 …２～３６年   

構築物 …２～１４年 

機械装置 …２～１１年 

車輌運搬具 …２～５年 

工具器具備品 

    …２～２０年 
 (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

…社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法 

その他 

 …定額法 

(2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

…社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法 

(2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

…社内における利用可能

期間（５年）に基づく

定額法 

その他 

 …定額法 

   

  

（耐用年数の変更） 

 当中間会計期間より、工

具器具備品のうち展示品及

び貸出品については、耐用

年数を５年から３年に短縮

しております。 

 これは、展示及び貸出を

行う期間が主に３年以内と

いう実態に合わせたことに

よる変更であり、この変更

に伴い、従来と同じ耐用年

数によった場合に比べて減

価償却費、経常損失及び税

引前中間純損失は、７百万

円多く計上されておりま

す。 

  

  

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

 ３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同  左 

(1）貸倒引当金 

同  左 

 (2）賞与引当金 
従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同  左 

(2）賞与引当金 

同  左 

 (3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（43百万円（合併後））につい

ては、残存期間（１年）で費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（43百万円（合併後））につい

ては、残存期間（１年）で費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理することとし

ております。 

 (4）製品保証引当金 
 製品のアフターサービス費用

の支出に備えるため売上高に対

する過去の実績率に基づく当中

間期負担額を見積計上しており

ます。 

(4）製品保証引当金 

同  左 

(4）製品保証引当金 
 製品のアフターサービス費用

の支出に備えるため売上高に対

する過去の実績率に基づく当期

負担額を見積計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同  左 同  左 

５．中間キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

──────  手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３カ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

────── 

６．その他（中間）財務諸表作

成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が32

百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間期まで流動資産の「その他」に含めて表示して

いた「未収入金」は、当中間期末において、資産の総額

の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間期末の「未収入金」の金額は96百万円で

あります。 

─────── 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却累計額 ※１有形固定資産の減価償却累計額 ※１有形固定資産の減価償却累計額 

1,024百万円 1,078百万円 1,049百万円

※２取得価額から控除している圧縮記

帳額 

※２    ───── ※２取得価額から控除している圧縮記

帳額 

車輌運搬具 13百万円    車輌運搬具 13百万円

※３消費税等の表示 ※３消費税等の表示 ※３消費税等の表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

同  左 ────── 

※４ 当社においては運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行 

３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

※４ 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行 

３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

※４ 当社においては運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行 

３行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。 

当座貸越極度額 2,300百万円 

借入実行残高 1,560 

差引額 740 

当座貸越極度額 2,300百万円

借入実行残高 1,700 

差引額 600 

当座貸越極度額 2,300百万円

借入実行残高 1,290 

差引額 1,010 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１減価償却実施額 ※１減価償却実施額 ※１減価償却実施額 
有形固定資産 42百万円 
無形固定資産 2百万円 

有形固定資産 70百万円
無形固定資産 2百万円

有形固定資産 90百万円
無形固定資産 6百万円

※２営業外収益のうち主要なもの ※２営業外収益のうち主要なもの ※２営業外収益のうち主要なもの 
受取賃貸料 6百万円 
     

受取賃貸料 10百万円
受取手数料 10百万円

受取賃貸料 18百万円
受取手数料 22百万円

※３営業外費用のうち主要なもの ※３営業外費用のうち主要なもの ※３営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 10百万円 
支払補償費 4百万円 

支払利息 9百万円
売上割引 19百万円

支払利息 18百万円
売上割引 37百万円

※４特別利益のうち主要なもの ※４特別利益のうち主要なもの ※４特別利益のうち主要なもの 
固定資産売却益 固定資産売却益 固定資産売却益 
建物 2百万円 
車輌運搬具 1  

計 4  

工具器具備品 2百万円
   

建物 2百万円
車輌運搬具 1百万円
工具器具備品 2百万円

※５特別損失のうち主要なもの ※５特別損失のうち主要なもの ※５特別損失のうち主要なもの 
  固定資産売却損 固定資産売却損 
 工具器具備品 1百万円

   
土地 2百万円
   

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損 
建物 6百万円 
撤去費用 6  

計 13  

建物 29百万円
工具器具備品 3百万円
   

建物 15百万円
工具器具備品 1百万円
   

退職給付引当金繰入額 21百万円 減損損失 32百万円 退職給付引当金繰入額 43百万円

 （1）減損損失を認識した主な資産  
 当社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 
 

 （百万円）

地域 用途 種類 減損損失

西日本 営業所 
建物等 20

その他 6

その他 遊休資産
土地 0

その他 5

 

 （2）減損損失の認識に至った経緯  
 西日本地区は、継続的に営業損失を

計上しており、かつキャッシュ・フロ
ーの見積総額が各資産の帳簿価額を下
回るため減損損失を認識しておりま
す。また、地価等が下落している遊休
資産については、帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、減損損失を認識して
おります。 

 

 （3）資産のグルーピングの方法  
 当社は、支店・営業所の資産につい

ては、北海道・東北・東日本・西日本
の４地区単位でグルーピングを行い、
本社及び商品センターは共有資産とし
ております。 
 貸与資産及び将来の使用が見込まれ
ていない遊休資産については、個々の
物件単位でグルーピングをおこなって
おります。 

 

 （4）回収可能価額の算定方法等  
 回収可能価額は、土地の正味売却可

能額のみと見積もられ、時価の算定方
法は相続税評価額を使用しておりま
す。 

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

─────── １．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

─────── 

 （平成17年９月30日現在）  

 現金及び預金勘定 237百万円

現金及び現金同等物 237百万円

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

有形固定
資産のそ
の他 

170 123 46 

無形固定
資産 

74 21 52 

合計 245 145 99 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定
資産のそ
の他 

134 67 1 65 

無形固定
資産 

71 37 － 34 

合計 205 105 1 100 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

有形固定
資産のそ
の他 

119 53 65 

無形固定
資産 

71 29 41 

合計 190 83 107 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同  左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 43百万円 

１年超 55 

合計 99 

１年内 38百万円

１年超 63  

合計 101  

リース資産減損勘

定の残高 
1百万円

１年内 38百万円

１年超 68 

合計 107 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

同  左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円 

減価償却費相当額 30百万円 

支払リース料 20百万円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－百万円

減価償却費相当額 20百万円

減損損失 1百万円

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残 

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同  左 同  左 



（有価証券関係） 

 前事業年度までは連結財務諸表を作成しておりましたので、前中間会計期間末及び前事業年度末における有価証

券の状況は記載しておりません。 

 なお、前中間会計期間末及び前事業年度末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

当中間会計期間末 （平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

 前事業年度までは連結財務諸表を作成しておりましたので、前中間会計期間及び前事業年度におけるデリバテ

ィブ取引関係については記載しておりません。 

 なお、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）においては、デリバティブ取引を全く行

っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

      該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 172 286 113 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

  非公開株式 122 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

        前事業年度  （自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

     該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 18.94円 

１株当たり中間純損失金額 0.70円 

１株当たり純資産額 7.92円

１株当たり中間純損失金額 6.45円

１株当たり純資産額 13.59円

１株当たり当期純損失金額 6.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式がありませんので記

載しておりません。 

同   左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式がありませんので記

載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（百万円） 32 301 293 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（百万円） 
32 301 293 

期中平均株式数（千株） 46,801 46,798 46,801 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第１期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日北海道財務局長に提出 

 （２）訂正報告書 

平成17年10月28日北海道財務局長に提出 

平成17年６月29日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。 

平成17年12月12日北海道財務局長に提出 

平成17年６月29日に提出した有価証券報告書の訂正報告書であります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエア・

ウォーター・エモト株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エア・ウォーター・エモト株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

    平成16年12月16日

エア・ウォーター・エモト株式会社    

取 締 役 会 御 中    

あ ず さ 監 査 法 人   

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 石 一 良 

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 片 山 裕 之 

    

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエア・

ウォーター・エモト株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第１期事業年度の中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エア・ウォーター・エモト株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

    平成16年12月16日

エア・ウォーター・エモト株式会社    

取 締 役 会 御 中    

あ ず さ 監 査 法 人   

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 石 一 良 

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 片 山 裕 之 

    

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエア・

ウォーター・エモト株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第2期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1

日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エア・ウォーター・エモト株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

追記情報 

１. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失が継続していることから、当該状況により継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

    平成17年12月15日

エア・ウォーター・エモト株式会社    

取 締 役 会 御 中    

あ ず さ 監 査 法 人   

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 石 一 良 

    

 
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 片 山 裕 之 

    

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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